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　令和２年５月から順次令和２年度分の課税が行
われます。滞納が累積してしまうと納付がより
困難になります。今年度までに課税され、納期
限の過ぎている市税などがある方は、令和２年３
月末までに必ず納付してください。
　なお、病気など特別な事情により納付が困難
な方は、必ずご相談ください。
※税金の滞納は、納期内に納税いただいた方と
の公平を欠くものです。具体的な完納見込みが
なく、財産調査により財産が発見された場合は、
法律の規定により財産の差押えを執行します。
物納税課☎焚３３０

今年度分の税金の納付は
今年度中に！

⑴
人
件
費
の
状
況

⑵
職
員
給
与
費
の
状
況

⑶
職
員
の
平
均
給
料
月
額
お
よ
び

平
均
年
齢
の
状
況

⑺
特
別
職
の
報
酬
等
の
状
況

取
得
者
は
９
人
（
９
人
）。

※
（　
）
内
は
女
性
職
員
数

⑷
時
間
外
勤
務
の
状
況

　
平
成
３０
年
度
の
一
般
職
員
の
１

月
当
た
り
平
均
時
間
外
勤
務
時
間

は
、
約
１４
・
５
時
間
（
休
日
勤
務

を
含
む
）。職員

の
分
限
お
よ
び 

懲
戒
処
分
の
状
況　

４
　
平
成
３０
年
度
に
分
限
処
分
を
受

け
た
職
員
総
数
は
８
人
。
懲
戒
処

分
を
受
け
た
職
員
は
２
人
。

職
員
の
服
務
の
状
況

５⑴
職
務
専
念
義
務
免
除
の
状
況

　
平
成
３０
年
度
に
お
け
る
承
認
件

数
は
、
研
修
を
受
け
る
場
合
が
８９２

件
、
厚
生
事
業
に
参
加
す
る
場
合

が
６５７
件
、
そ
の
他
が
２１
件
。

⑵
営
利
企
業
等
従
事
の
許
可
状
況

　
平
成
３０
年
度
に
お
け
る
許
可
件

数
は
１８
件
。

職
員
の
研
修
お
よ
び 

人
事
評
価
の
状
況　

６⑴
研
修
の
概
要

　
平
成
３０
年
度
は
、
全
５３
コ
ー
ス

に
参
加
し
、
延
べ
８９２
人
が
修
了
。

⑵
職
員
の
人
事
評
価
の
概
要

　
能
力
評
価
、
業
績
評
価
を
実
施
。

職
員
の
福
祉
お
よ
び 

利
益
の
保
護
の
状
況

７⑴
福
利
厚
生
制
度
の
概
要

　
共
済
制
度
は
、
埼
玉
県
市
町
村

職
員
共
済
組
合
で
実
施
。

　
福
利
厚
生
事
業
は
、
市
が
外
部

委
託
。

　
そ
の
他
、互
助
組
織
と
し
て「
職

員
互
助
会
」
を
組
織
。

⑵
公
務
災
害
の
発
生
状
況

　
平
成
３０
年
度
の
発
生
件
数
は
公

務
災
害
が
３
件
。

そ
の
他

８
　
平
成
３０
年
度
の
「
勤
務
条
件
に

関
す
る
措
置
要
求
」
お
よ
び
「
不

利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
し
立

て
」
は
な
い
。

平成30年度普通会計
歳出額
（Ａ） 29,940,303千円

人件費
（Ｂ） 4,295,272千円

人件費率
（Ｂ）／（Ａ） 14.4％

※人件費には、特別職に支給さ
れる給料、報酬などを含む

平成30年度普通会計

職員数
（A）

給与費
１人当たり
給与費

（Ｂ）／（Ａ）給　　料 職員手当 期末勤
勉手当 計（Ｂ）

501人 1‚767,647
千円

419,491
千円

719,709
千円

2,906,847
千円 5,802千円

※職員数は、平成31年4月1日現在の人数
※職員手当には、退職手当を含まない

（平成31年4月1日現在）

区　分
一般行政職

平均給料月額 平均�
年齢

八潮市 ２９１,９４７円 ３７.９歳

埼玉県 ３２０,６０８円 ４２.４歳

国 ３２９,４３３円 ４３.４歳

⑷
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数

（各年度とも4月1日現在）

平成２8年度 平成２9年度 平成30年度

１０１.９ １０３.１ １０３.１

※ラスパイレス指数とは、一般行政職
について国家公務員の給料を１００と
した場合、地方公務員の給与水準が
どのくらいかを示す指数

⑸
職
員
の
初
任
給
の
状
況

（平成31年4月1日現在）

区　分
一般行政職

八潮市 国

大学卒 188,700円 182,200円

高校卒 160,100円 150,600円

（平成31年4月1日現在）
区分 給料月額 区分 報酬月額 期末手当

市　長 724,000円 議　長 455,000円 支給割合
（平成30年度）
６月期
� ２．１２５月分
１２月期
� ２．３２５月分
計� ４.４５月分

副市長 697,500円 副議長 415,000円

教育長 688,750円 議　員 395,000円

※市長、副市長、教育長の給料月額は特例条例によりそれ
ぞれ20パーセント、10パーセント、5パーセントの減額
をしており、減額後の金額

物
総
務
人
事
課
☎
奮
２
３
８

　
市
の
人
事
行
政
の
運
営
な
ど
の
状
況
に
つ
い
て
公
表
し
ま
す
。

別表 部門別職員数の状況�（各年4月1日現在）
職員数 対前年

増減数平成30年 平成31年

一
般
行
政
部
門

議 会 ６ ６ ０
総 務 １３４ １３８ ４
税 務 ４３ ４２ △１
民 生 １２９ １３１ ２
衛 生 ３７ ３７ ０
労 働 ５ ６ １
農林水産 ６ ５ △１
商 工 ８ １０ ２
土 木 ７７ ７７ ０
小 計 ４４５（47） ４５２（42） ７

特
別
行

政
部
門

教 育 ４９（３） ４９（４） ０

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水 道 ２２ ２３ １
下 水 道 １４ １４ ０
そ の 他 ３７ ３９ ２
小 計 ７３（４） ７６（３） ３

合　　計 ５６７（54） ５７７（49） １０
※職員数は、休職者・派遣職員などを含み、特別職・臨
時および非常勤職員を除く

※（　）内は、再任用短時間勤務職員で、それぞれの計に
含まない

長
級
以
上
の
職
員
の
総
数
は
１１６
人

で
あ
り
、
平
成
３０
年
度
中
に
お
け

る
昇
任
者
数
は
、
副
部
長
級
３
人

（
０
人
）、
課
長
級
３
人
（
０
人
）、

副
課
長
級
１１
人
（
２
人
）、
計
１７

人
（
２
人
）。

※
（　
）
内
は
、
女
性
職
員
数

⑷
職
員
の
退
職
の
状
況

　
平
成
３０
年
度
は
、
定
年
退
職
１４

人
、
勧
奨
退
職
２
人
、
自
己
都
合

退
職
１５
人
、
計
３１
人
。

⑸
部
門
別
職
員
数
の
状
況
と
主
な

増
減
理
由

　
部
門
別
職
員
数
の
状
況
は
、
別

表
の
と
お
り
。

　
主
な
増
減
理
由
は
、
事
務
の
見

直
し
に
伴
う
増
減
員
お
よ
び
欠
員

補
充
に
伴
う
増
員
に
よ
る
。

職
員
の
勤
務
時
間
そ
の

他
の
勤
務
条
件
の
状
況

３⑴
勤
務
時
間
の
概
要

　
職
員
の
勤
務
時
間
は
、
１
週
間

当
た
り
３８
時
間
４５
分
。
原
則
、
毎

週
月
曜
日
か
ら
金
曜
日
ま
で
の
、

そ
れ
ぞ
れ
午
前
８
時
３０
分
か
ら
午

後
５
時
１５
分
ま
で
。

⑵
休
暇
制
度
の
概
要
・
種
類
等

　
年
次
有
給
休
暇
、
病
気
休
暇
な

ど
。

⑶
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
状
況

　
平
成
３０
年
度
の
一
般
職
員
の
年

次
有
給
休
暇
の
平
均
取
得
日
数
は

１０
・
６
日
。
育
児
休
業
の
取
得
者

は
２４
人
（
２４
人
）、
部
分
休
業
の

⑴
職
員
の
採
用
の
状
況

　
平
成
３０
年
度
は
、
一
般
事
務
２８

人
（
１３
人
）、建
築
技
師
１
人
（
１

人
）、
土
木
技
師
１
人
（
０
人
）、

保
育
士
２
人
（
１
人
）。

※
（　
）
内
は
、
女
性
職
員
数

⑵
再
任
用
の
状
況

　
平
成
３０
年
度
は
６９
人
（
１６
人
）。

※
（　
）
内
は
、
女
性
職
員
数

⑶
職
位
別
任
用
状
況

　
平
成
３１
年
３
月
末
現
在
、
副
課

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況

⑹
職
員
手
当
の
状
況

（平成31年4月1日現在）
退職手当（平成30年度支給割合）

自己都合 勧奨・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.70900月分
最高限度額 47.7090月分 47.70900月分
その他の
加算措置

定年前早期退職特例措置
(2～30％加算)

期末手当・勤勉手当
（平成30年度支給割合）

期末手当 勤勉手当
6月期 1.225月分 0.90月分
12月期 1.375月分 0.95月分
計 2.6月分 1.85月分

職制上の段階、職務
の級等による加算
措置

あり

職
員
の
任
免
お
よ
び　

職
員
数
に
関
す
る
状
況

２

　連結貸借対照表を資産総額2,000万円の家計に置き
換えると次のようになります。

　平成３０年度決算の連結貸借対照表を簡略化すると次
のようになります。

市
の
財
務
書
類
を
作
成

物
財
政
課
☎
奮
３
０
６

資産の部 負債・純資産の部

有形・無形固定資産 1,321億円 負債 663億円

投資その他の資産 123億円 純資産の部
【資産－負債】
（うち当期利益）

887億円

（67億円）流動資産 106億円

資産合計� 1,550億円 負債・純資産合計� 1,550億円

資産の部 負債・純資産の部

自宅・土地・車 1,704万円 住宅ローン 855万円

定期預金・株式 159万円 ローン返済後の財産
【資産－負債】

（うち平成30年度増加分）

1,145万円

（86万円）現金・普通預金 137万円

資産合計� 2,000万円 負債・純資産合計� 2,000万円

　
市
の
財
政
状
況
を
分
か
り
や
す

く
お
知
ら
せ
す
る
た
め
、
平
成
３０

年
度
の
連
結
財
務
書
類
を
作
成
し

ま
し
た
。

　
連
結
財
務
書
類
は
財
政
の
効
率

化
・
適
正
化
を
推
進
す
る
た
め
、

平
成
２７
年
１
月
に
総
務
省
か
ら
示

さ
れ
た
「
統
一
的
な
基
準
に
よ
る

公
会
計
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
基
づ
き
、

企
業
会
計
の
手
法
を
用
い
て
決
算

の
状
況
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

　
詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

職
員
の
給
与
の
状
況

１


